
 

 

自治体・交通事業者による自律的な公共交通 
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人口減少や運転士不足の進行により，地域公共交通計画における EBPM の重要性が高まる一

方，自治体や交通事業者による主体的なデータ活用・分析は十分に進んでいない． 
本業務では，現況分析から施策立案，効果検証までを一体的に支援する地域公共交通計画策

定支援ツール「LINKS Mobilys」を構築し，全国 27 自治体を対象に有用性を検証した．その結

果，分析業務の効率化と検討サイクルの高度化に加え，自治体主体のデータ活用の可能性を確

認した．またこれにより，建設コンサルタントは，データ分析に加えて，分析結果を踏まえた

施策提案や意思決定・合意形成支援等により一層貢献することが期待される． 
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１．背景と課題 

近年，人口減少や高齢化，運転士不足の進行によ
り，全国各地で地域公共交通の維持・再編が課題とな
っている．特に地方部では，利用者減少による路線廃
止や減便が進む一方，交通弱者の増加による交通空
白の拡大が懸念されており，自治体には限られた財源
や人員の中で，地域の実情に応じた持続可能な公共
交通サービスを実現することが求められている． 

こうした中，利用実態や地域特性を踏まえた EBPM
（Evidence-Based Policy Making：証拠に基づく政策立
案）の重要性が高まっている． 

公共交通分野では，停留所位置，路線，時刻表等
に関する情報は，GTFS データといった標準データ仕
様での整備が進んでおり，さらに利用実態を把握する
ためのデータも蓄積されている． 

しかし，これらのデータを活用するには，データ処理
や GIS に関する専門知識が必要であり，自治体職員
や交通事業者が自ら分析・検討を行うことは容易では
なく，分析実施や結果整理に多くの労力を要してい
た． 

そこで本業務では，自治体職員及び交通事業者が
自らデータを活用しながら地域公共交通計画を検討
できる環境の実現を目指し，現況分析から施策立案，

効果検証までを一体的に支援する地域公共交通計画
策定支援ツール「LINKS Mobilys」を構築した． 

本論文では，自治体職員及び交通事業者へのヒア
リングを通じて整理した課題や構築したツールの概要，
ならびに全国 27 自治体を対象に実施した実証結果と
考察について述べる． 

なお，本業務は国土交通省が推進する地域交通
DX プロジェクト「COMmmmONS」の一環として実施し
た．1)本プロジェクトは，地域交通の課題解決に向けた
DX のベストプラクティス創出とその成果の標準化及び
横展開を進め，横展開を図ることで，社会の共通財産
となる技術的アセットを生み出す取り組みである． 

２．自治体ヒアリングを踏まえた計画策定業務の

課題整理 

地域公共交通計画策定における課題を把握するた
め，富山県内の市町及び香川県高松市をはじめとす
る複数の自治体及び交通事業者へのヒアリングを実施
した． 

その結果，地域公共交通計画策定業務には，「デ
ータ活用」「専門性」「業務プロセス」の観点から，大き
く 3 つの課題が存在することが明らかとなった． 



 

 

(1) 【課題①データ活用】データ形式の分断 
利用実態を把握するためのデータとして，IC カード

システムや運賃箱システムから得られる乗降実績デー
タや運転手が記録する運行記録（日報）がある．これら
は自治体・事業者ごとに異なる形式で管理されており，
特に運行記録（日報）は独自形式の Excel や手書きで
蓄積されている場合が多い．そのため，自治体職員や
交通事業者が自ら実施できる分析は，月別や路線別
の利用者数等を Excel で集計する程度に留まってい
た． 

GTFS データは GIS 上で路線や停留所を可視化で
きるものの，利用実績データと紐づけて分析することは
容易ではなかった．両者には対応関係を示す情報が
なく，乗降実績データの仕様も事業者ごとに異なるた
め，両者を連携するには多大なデータ整備作業を要
する． 

その結果，運行状況と利用実績を一体的に分析で
きず，保有するデータを地域公共交通計画の策定や
施策検討に十分活用できていない状況が見られた． 

(2) 【課題②専門性】主体的な計画検討環境の不足 
地域公共交通計画の策定では，交通サービスの利

用実態や地域特性を把握するため，人口分布や施設
立地，公共交通ネットワーク等を組み合わせた分析が
必要となる．しかし，そのためには GIS や空間解析に
関する知識が求められる． 

その結果，多くの自治体では紙の路線図や Excel
資料を用いた検討が中心となっており，交通サービス
の状況を面的かつ定量的に把握することは容易では
なかった．また，データの可視化・分析業務は建設コ
ンサルタント等の外部専門家が担うことが多く，自治体
職員や交通事業者自身がデータを確認しながら計画
を検討することは容易ではなく，分析内容の調整や結
果の確認においても自治体と外部専門家との間で多く
のやり取りが発生し，計画検討に時間を要していた． 

このように，データは存在していても，それらを分析
し，地域課題の把握につなげるための環境が専門家
に依存していることが課題として挙げられた． 

(3) 【課題③業務プロセス】施策立案と効果検証の

分断 
地域公共交通計画では，現況分析を踏まえて施策

案を立案し，その効果を確認しながら施策を改善して
いくことが重要である．しかし実際には，施策案の作成，
影響分析，資料作成がそれぞれ別工程として実施さ
れており，一連の検討プロセスが分断されていた． 

例えば，路線再編やダイヤ改正等の施策案を検討
する場合，変更内容を反映したうえで再度分析を実施
し，その結果を資料として整理する必要がある．そのた
め，施策案ごとに分析作業や資料作成作業を繰り返さ
なければならず，多数の代替案を比較検討することは
容易ではなかった． 

また，分析結果を協議会や住民説明に活用するた
めには，別途図表作成や資料加工が必要となる場合
も多く，施策検討そのものよりも資料作成に多くの時間
を要するケースも見られた． 

その結果，地域公共交通計画において重要な「現
況分析→施策立案→効果確認→施策見直し」という

検討サイクルを十分に回すことが難しく，限られた施策
案のみを対象とした検討となる場合が少なくなかった． 

３．LINKS Mobilys の構築 

前章で整理した課題は相互に関連しており，個別の
機能だけでは解決できない． 

そこで本業務では，自治体職員及び交通事業者が
自らデータを活用しながら地域公共交通計画を検討
できる環境の実現を目的として，地域公共交通計画策
定支援ツール「LINKS Mobilys」を構築した． 

本ツールは，GTFS 等の交通データを活用し，現況
分析，施策立案及び効果検証を一体的に実施できる
ものであり，「データ統合と標準化」「専門知識を必要と
しない分析環境の実現」「現況分析から効果検証まで
の一体化」の 3 つを基本方針として構築した．これは，
GTFS データと乗降実績データを統合するとともに，自
治体職員や交通事業者が現況分析から施策評価まで
を一貫して実施できる環境を構築した点に特徴があ
る． 

(1) 【データ活用】標準データ統合基盤の構築 
GTFS データと乗降実績データ等，従来は個別に管

理されていた交通データを一つの基盤上で扱い，路
線別や便別の利用状況を一元的に把握可能とするた
め，以下に対応できるデータ統合基盤を構築した． 

GTFS データについて，GTFS データリポジトリ等の
公開データベースから取得したデータに加え，利用者
が保有する GTFS データを登録できる構成とした． 

また，乗降実績データについては，国の標準仕様
である「乗降実績データ標準仕様書（鉄道・バス）」に
準拠したデータを取り込み可能とした．標準仕様では
GTFS データとの連携に必要な便コード（trip_id）等が
定義されているが，自治体や交通事業者が保有する
元データには当該情報が記録されていない場合が多
い．そこで，乗車・降車日時，乗車・降車停留所名から
利用便を推定し，trip_id 等を自動付与する機能を実
装した． 

これにより，利用者自身が GTFS データとの対応付
けを行うことなく，保有する乗降実績データを活用した
停留所別乗降者数や OD 輸送量，便単位での利用状
況を把握できる環境を実現した． 

さらに，GTFS データに基づいて運行記録（日報）を
作成可能な帳票作成ツールを構築した．本ツールで

図-1  LINKS Mobilys 



 

 

は，入力フォーマットに従って日報を作成することで，
事業者ごとに形式が異なっていた日報作成を支援す
るとともに，出力データをそのまま乗降・OD 輸送量の
可視化・分析が可能な仕組みとした． 

これにより，従来は Excel や手書きで個別に管理さ
れていた運行記録（日報）のデータ化を促進するととも
に，分析のための事前集計やデータ加工の負担を軽
減し，分析・計画検討に活用できる環境を実現し，地
域や事業者ごとの条件に依存せずデータを活用でき
る状態を整備した． 

(2) 【専門性】GIS に依存しない可視化・分析環境

の構築 
自治体職員や交通事業者が専門家に依存せず分

析を実施できる環境の実現を目的として，専用の GIS
ソフトウェアや複雑なデータ加工を必要としない，ブラ
ウザ上で利用可能な可視化・分析機能を構築した． 

まず，可視化機能として，GTFS に基づく路線網や
運行本数を地図上に表示できるほか，人口分布，高
齢者人口，病院や商業施設等の施設情報（POI），乗
降実績データ及び OD データ等を重ね合わせることも
可能とした．また，各種データについては，地図だけで
なくグラフ及び数値で可視化できる構成とし，利用状
況や地域特性を多面的かつ直感的に把握できるよう
にした． 

次に，分析機能として，道路ネットワークを活用した
到達圏分析機能を実装した．到達圏分析では徒歩移
動を考慮し，鉄道駅やバス停から一定時間で到達可
能な範囲を面的に把握できるようにした．さらに，地域
公共交通計画の策定時に用いられる各種指標につい
て，自動集計及び可視化を可能とした． 

これにより，GIS や空間解析に関する専門知識がな
くても，公共交通サービスの利用圏や交通空白地の状
況を容易に把握できるほか，高齢者人口や生活関連
施設の立地状況と合わせて分析することで，地域の交
通課題を定量的に把握できるようにした．また，分析結
果は地図やグラフとして自動的に出力されるため，協
議会資料や住民説明資料としても活用可能とし，分析
から資料作成までに要する負担の軽減を図った． 

(3) 【業務プロセス】GTFS 編集・シミュレーション

機能の構築 
現況分析から施策立案，効果検証までを一体的に

実施できるよう，GTFS 編集機能及びシミュレーション
機能を構築した． 

まず，施策立案のための機能として，停留所位置の
変更や追加，路線形状の変更，運行本数の増減及び
時刻表編集等をブラウザ上で実施できるGTFS編集機
能を実装した．また，複数の施策案を保存・管理できる
構成とし，現況案と施策案を比較しながら検討できるよ
うにした． 

次に，効果検証のための機能として，作成した施策
案を対象にシミュレーションを実施し，公共交通利用
者数や交通分担率の変化に加え，運賃収入，走行時
間短縮効果，渋滞緩和効果等を定量的に評価できる
機能を構築した．これにより，施策実施による影響や
効果を事前に確認しながら，複数案を比較検討できる
環境を実現した． 

また，分析結果及びシミュレーション結果について
は，複数の施策案を保存・管理できる構成とし，現況
案と施策案を多面的な観点で比較しながら検討できる
ようにした． 

４．有用性検証と結果・考察 

本ツールの地域公共交通計画策定における有用性
を検証するため，全国 27 自治体（県・市）の交通計画
担当者及び交通事業者を対象とした実証を実施した． 

実証は，富山県及び香川県高松市においてワーク
ショップ形式で実施し，自治体職員及び交通事業者
職員が自らデータを活用しながら地域公共交通計画
の検討を実施できるかを検証した． 

また，全国の自治体及び交通事業者を対象として
東京都内で体験会を開催し，より幅広いフィードバック
を収集した．各実証後にはアンケートを実施し，本ツー
ルの有用性や今後の活用可能性に関する評価を収集
した． 

さらに，実際の業務フローを想定し，データ収集・分
析から資料作成までの一連の作業を対象とした検証も
実施した． 
 

表 1 ワークショップ・体験会の実施内容 

 
実証を通じて，第 2 章で整理した「データ活用」「専

門性」「業務プロセス」に関する課題に対して，本ツー
ルが有効に機能することを確認した．主な効果を以下
に示す． 

(1) 【データ活用】標準データによる EBPM 実現 
国の標準仕様に準拠した乗降実績データの取り込

み及び GTFS データとの自動紐づけが可能となったこ
とで，GTFS データや乗降実績データ等を活用した地
域公共交通の現況分析が容易となった．乗降実績や
OD 輸送量を地図上で視覚的に把握できることに加え，
多様な視点から分析を実施できることや，路線再編等
の施策検討における根拠資料として活用しやすいとの
評価が得られた． 

また，実際の業務フローを想定した検証では，運行
記録（日報）帳票作成ツールを用いることで，GTFS デ
ータと連携した乗降集計データの作成に要する時間を
従来比 74％削減できることを確認した．これにより，従
来は負担となっていたデータ整備作業を効率化し，分
析に活用可能なデータを容易に作成できることが示さ
れた． 

これより，本ツールでは GTFS データや乗降実績デ
ータに加え，人口分布や施設立地等の多様な地域特
性データに基づく現況把握や分析・課題抽出を支援

項目 実施内容 

基本編 
各種データを用いて公共交通の現況の利用実

態と地域課題を分析 

応用編 
基本編での分析結果を踏まえ，便数見直し等

の施策案を検討作成し，シミュレーションによ
り効果を検証 

意見 
交換 

分析結果や施策案に関する意見交換及びツー
ルに関するフィードバック 



 

 

できることを確認した．これらの結果から，本ツールは
地域公共交通計画における EBPM を促進し，意思決
定高度化に寄与すると考えられる． 

(2) 【専門性】専門知識に依存しない環境の実現 
ワークショップや体験会では，GIS 未経験者や初心

者を含む全ての参加者が，GTFS データや乗降実績
データを用いた現況分析から施策評価までの一連の
作業を完遂した．これにより，専門的なスキルを有さず
とも，地域公共交通計画の検討に必要な分析を実施
できる可能性が確認された．また，GTFS 編集機能や
シミュレーション機能についても全員が操作できており，
自治体や交通事業者が自ら分析を行える段階に近づ
いたことが明らかになった． 

アンケート結果からも，「直感的で分かりやすい」「短
時間で操作に慣れた」といった評価が多く寄せられ，
操作性は概ね良好であることが確認された．改善要望
は画面構成や凡例・色使い等の軽微な UI 改善に関
するものが中心であり，根幹機能や作業フローに大き
な課題は確認されなかった． 

これらの結果から，本ツールにより専門性の壁が低
減され，自治体や交通事業者がデータを活用しながら
主体的に計画検討を進めることができる可能性が確認
された． 

(3) 【業務プロセス】現況分析から施策評価までの

一体的なサイクルの実現 
実際の業務フローを想定した検証の結果，前準備

（データ収集・読込），路線網と人口分布の重ね合わ
せ，公共交通圏域の可視化等の作業で，従来の GIS
手法と比較して 86％削減できることを確認した．また，
地域公共交通計画策定に必要な工程数についても，
従来から 50％削減できることを確認した． 

ワークショップ・体験会参加者へのアンケート結果で
は，回答者の 68%が，データ収集・分析，GTFS 編集，
説明資料作成等の工数が削減され，計画検討や関係
者との議論により多くの時間を充てられると回答した．
また，「路線再編による効果を可視化した資料を用い
て議論できることで関係者間の共通理解が深まる」「分
析のプロセスが大きく変わることから，資料作成時間が
減り，関係者間の合意形成に割く時間が増えると考え
る．」といった意見が寄せられた． 

これらの結果から，本ツールは分析業務や資料作
成業務を効率化するだけでなく，現況分析から施策立
案，効果検証までの一連の業務プロセスを円滑化し，
従来は作業に費やされていた時間は施策検討や関係
者との合意形成へシフトすることが可能となる．これに
より地域公共交通計画策定業務の高度化・質向上に
寄与する可能性が高いと考えられる． 

 

５．今後の展望 

本業務の意義は，ツール開発そのものではなく，既
に整備が進みつつある GTFS や乗降実績データ等を，
地域公共交通計画の策定や意思決定に活用できる環
境として実装するとともに，自治体や交通事業者が自
らデータを活用しながら地域課題を把握し，施策を検
討できる環境を実現した点にある． 

近年，公共交通分野では GTFS 等の標準データの
整備が進展しているが，計画策定への活用は十分と
は言えない．本業務は，これらのデータを意思決定に
活用する環境を実装したものであり，その普及により，
地域公共交通計画はより客観的な根拠に基づき複数
案を比較・検討しながら意思決定を行う形へ変化して
いくことが期待される． 

また，本ツールは標準データを前提として構築して
いることから，地域ごとに個別の分析環境やデータ連
携基盤を構築することなく，全国の自治体へ横展開可
能な構成となっている．実際に異なる地域特性を有す
る自治体においても活用可能であることを確認してお
り，さらなる普及が期待される． 

今後は，公共交通分野にとどまらず，環境，健康福
祉，観光，まちづくり分野と連携した分野横断的な政
策立案や事業推進への活用を目指す．そのために，
人流データ等との連携や評価指標の拡充を進め，地
域課題を多面的に評価できる環境を整備していくこと
が重要である． 

一方で，データ活用の高度化には留意すべき点も
存在する．分析結果は意思決定に資する情報の一つ
に過ぎず，数値では分析しきれない地域の実情等も
考慮することが必要である．また，本ツールによる分析
結果の精度は入力データの品質や更新状況に依存
するため，継続的なデータ整備・更新が重要である． 

このような環境変化は，建設コンサルタントに求めら
れる役割にも影響を与えると考えられる．標準化された
データや共通の分析基盤を活用することで，地域ごと
のデータ整備や分析環境構築に要する負担が軽減さ
れ，本質的な検討業務により多くの時間を充てられる
可能性がある． 

今後求められるのは，分析作業そのものではなく，
分析結果から地域課題を読み解き，将来の地域像を
見据えた施策を提案し，関係者間の合意形成を支援
する役割である．また，人口減少や地域構造の変化を
踏まえつつ，持続可能な交通ネットワークの将来像を
描き，その実現に向けた意思決定を支援することがよ
り重要になる． 

本業務は，その変化の方向性を示す一つの実践例
であり，地域公共交通分野におけるデータ活用の推
進と，自治体主体の EBPM の実現に向けた第一歩と
なる． 
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図- 2 一体的な検討サイクルの実現 
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